
第１条 令和５年度日立市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

第２条

第３条

　

第１款　

第１項　

第１款　

第１項　

第２項　

第３項　

第４項　

第４条

第１款　

第１項　

第２項　

第３項　

第１款　

第１項　

2,733,590 千円第５項　災 害 復 旧 費 6,500 千円 2,727,090 千円

258,525 千円第２項　雨 水 対 策 費 255,842 千円 2,683 千円

5,158,678 千円

建 設 改 良 費 1,125,829 千円 295 千円 1,126,124 千円

支　　　　　　 　出

下水道事業資本的支出 2,428,610 千円 2,730,068 千円

千円

負 担 金 141,844 千円 2,683 千円 144,527 千円

国 県 補 助 金 517,389 千円 1,814,133 千円 2,331,522

3,972,049 千円

企 業 債 589,000 千円 907,000 千円 1,496,000 千円

収　　　　　 　　入

（科　　  　目） （既決予定額） （補正予定額） （　  計  　）

下水道事業資本的収入 1,248,233 千円 2,723,816 千円

千円

予算第４条本文括弧書を（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 1,186,629千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 59,266千円、減債積立金 83,410千円、過

年度分損益勘定留保資金 115,431千円、当年度分損益勘定留保資金 815,757千円及び当年度利益

剰余金処分額112,765千円で補填するものとする。）に改め、資本的収入及び支出の予定額を

次のとおり補正する。

特 別 損 失 0 千円 28,420 千円 28,420

千円

予 備 費 20,000 千円 10,000 千円 30,000 千円

営 業 外 費 用 199,409 千円 △ 2,275 千円 197,134

千円

営 業 費 用 3,554,900 千円 6,149 千円 3,561,049 千円

下 水 道 事 業 費 用 3,774,309 千円 42,294 千円 3,816,603

支　　　　　　　 出

千円

営 業 収 益 2,669,927 千円 678 千円 2,670,605 千円

下 水 道 事 業 収 益 3,987,956 千円 678 千円 3,988,634

予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

収　　　　 　    入

（科　　  　目） （既決予定額） （補正予定額） （　  計  　）

議案第７９号

令和５年度　日立市下水道事業会計補正予算（第３号）

令和５年度日立市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた(４)主要

な建設改良事業の事業費「834,774千円」を「835,097千円」に、「220,416千円」を「220,388千

円」に、「255,842千円」を「258,525千円」にそれぞれ改める。
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第５条

第６条 予算第９条に定めた（１）職員給与費「198,844千円」を「207,971千円」に改める。

第７条 予算第１０条に定めた（１）減債積立金「154,120千円」を「112,765千円」に改める。

令和 ５ 年 １２ 月 ７ 日提出

      　日立市長　 小　川　春　樹    

現 年 発 生 公 営 企 業
災 害 復 旧 事 業 費

909,100 千円

計 1,496,000 千円

公 共 下 水 道
建 設 改 良 事 業 費

531,800 千円

流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 34,400 千円

予算第６条に定めた表を次のとおり改める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　率 償 還 の 方 法

　 据置期間満了後40年以
内に償還する。
　 ただし、 企業財政の都
合により、据置期間及び
償還期限を短縮し、もしく
は繰上償還又は低利に借
換えすることができる。

広 域 汚 泥 焼 却 炉
建 設 負 担 金

20,700 千円
証書借入
又 は
証券発行

　5.0％
以内
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　　　　　　　　　　収 　　入

既決予定額 補正予定額 計

１. 下 水 道 事 業 収 益 3,987,956 678 3,988,634

１. 営 業 収 益 2,669,927 678 2,670,605

３. 一 般 会 計 負 担 金 61,109 678 61,787 一 般 会 計 負 担 金 61,787 （ 678 ）

　　　　　　　　　　支 　　出

既決予定額 補正予定額 計

１. 下 水 道 事 業 費 用 3,774,309 42,294 3,816,603

１. 営 業 費 用 3,554,900 6,149 3,561,049

手 当 等 13,520 （ △ 199 ）
法定福利費引当金
繰 入 額

420 （ △ 4 ）

給 料 11,842 （ 135 ）
手 当 等 7,511 （ 72 ）
賞与引当金繰入額 1,791 （ 92 ）
法 定 福 利 費 3,841 （ 360 ）
法定福利費引当金
繰 入 額

356 （ 27 ）

給 料 6,855 （ 1,302 ）
手 当 等 4,023 （ 281 ）
賞与引当金繰入額 694 （ 336 ）
法 定 福 利 費 2,210 （ 296 ）
法定福利費引当金
繰 入 額

139 （ 72 ）

給 料 4,713 （ 1,619 ）
手 当 等 1,981 （ 279 ）
賞与引当金繰入額 472 （ 472 ）
報 酬 1,057 （ 68 ）
法 定 福 利 費 1,761 （ 867 ）
法定福利費引当金
繰 入 額

91 （ 91 ）

手 当 等 8,032 （ △ 17 ）

２. 営 業 外 費 用 199,409 △ 2,275 197,134

３. 予 備 費 20,000 10,000 30,000

４. 特 別 損 失 0 28,420 28,420

30,000

１.

予 備 費

28,420

予 備 費 （

△ 2,275

28,420

）

委 託 料 （

10,000

28,420

－１２８－

２. 消費税及び地方消費税 71,405 消費税及び地方消費税 71,405 ）△ 2,275

）

（

30,000

　事　業　会　計　補　正　予　算　実　施　計　画

　及　び　支　出収　益　的　収　入　

令　和　５　年　度　　日　立　市　下　水　道 

25,257水 質 指 導 費

26,362

25,943686

備　　　考款 項 目

（単位　千円）

款 項 目

２.

７. 排 水 設 備 費

災 害 に よ る 損 失

△ 17 26,345

－１２９－

１. 20,000

0 28,420

10,000

73,680

（単位　千円）

備　　　考

436,682

管 渠 費１. 131,060 △ 203 130,857

処 理 場 費４. 433,286 3,396

80,9752,28778,688３. ポ ン プ 場 費



　　　　　　　　　　収 　　入

既決予定額 補正予定額 計

１.
下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

1,248,233 2,723,816 3,972,049

１. 企 業 債 589,000 907,000 1,496,000

１. 企 業 債 589,000 907,000 1,496,000 企 業 債 1,496,000 （ 907,000 ）

２. 国 県 補 助 金 517,389 1,814,133 2,331,522

１. 国 庫 補 助 金 517,389 1,814,133 2,331,522 国 庫 補 助 金 2,331,522 （ 1,814,133 ）

３. 負 担 金 141,844 2,683 144,527

１. 一 般 会 計 負 担 金 134,779 2,683 137,462 一般会計負担金 137,462 （ 2,683 ）

　　　　　　　　　　支 　　出

既決予定額 補正予定額 計

１.
下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

2,428,610 2,730,068 5,158,678

１. 建 設 改 良 費 1,125,829 295 1,126,124

給 料 25,276 （ 84 ）
手 当 等 25,729 （ △ 15 ）
法 定 福 利 費 9,139 （ 254 ）

給 料 4,375 （ △ 23 ）

手 当 等 3,706 （ △ 5 ）

給 料 11,913 （ 2,243 ）

手 当 等 9,356 （ 440 ）

委 託 料 5,890 （ 5,890 ）

工 事 請 負 費 2,727,700 （ 2,721,200 ）

－１３０－ －１３１－

備　　　考

目

雨 水 対 策 費

資　本　的　収　入 　及　び　支　出

款 項

款 項

2,683

255,842

835,097中 央 処 理 区 改 良 費 834,774 323

２． 255,842

１.

備　　　考

目

１.

2,683 258,525

258,525

雨 水 対 策 費

（単位　千円）

（単位　千円）

５. 災 害 復 旧 費 6,500 2,727,090 2,733,590

１. 中 央 処 理 区 改 良 費 6,500 2,727,090 2,733,590

△ 28 220,388２. 流域関連処理区改良費 220,416



112,765,000

2,130,527,000

△ 4,000

125,229,000

42,870,000

74,715,676

41,360,000

△ 112,973,786

△ 1,284,448,000

2,329,495

5,392,809

326,967

1,138,090,161

4,000

△ 125,229,000

1,012,865,161

△ 1,320,362,000

513,056,000

137,462,000

6,011,000

500,000

△ 57,349,000

△ 720,682,000

 

586,900,000

△ 1,035,439,000

△ 448,539,000

△ 156,355,839

210,366,967

54,011,128６ 資金期末残高

令和５年度日立市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日）

（単位   円）

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 建設改良企業債による収入

　　 建設改良企業債償還による支出

　 財務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 有形固定資産の取得による支出

　　 一般会計負担金による収入

　　 受益者負担金による収入

　　 国庫補助金の長期前受金振替時圧縮額

４ 資金増加（減少）額

５ 資金期首残高

　　 　　小計

　 　利息及び配当金の受取額

　 　利息の支払額

　 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　 国庫補助金による収入

　　 工事負担金による収入

　 投資活動によるキャッシュ・フロー

     法定福利費引当金増減額

　   貸倒引当金増減額

     賞与引当金増減額

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　 　当年度純利益

　　 減価償却費

　 　受取利息及び受取配当金

 　　支払利息

　 　固定資産除却費

　 　未収金増減額

　　 未払金増減額

     長期前受金戻入額

　 　前払金増減額
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１

（１）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

（２）

（３）

ア

２

（１）

（２）

（３）

（４）

△ 2,033,000 384,415,543貸 倒 引 当 金

令和５年度　日立市下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）
（単位    円）

資      産      の      部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

車 両 運 搬 具 9,366,671

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,998,633

602,387,215

建 物 2,703,596,127

2,368,038

構 築 物 73,730,858,592

減 価 償 却 累 計 額 △ 41,271,894,863 32,458,963,729

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,100,237,177 603,358,950

16,923,887,845

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,088,500,734 5,835,387,111

工 具 器 具 及 び 備 品 54,650,070

減 価 償 却 累 計 額 △ 51,197,935 3,452,135

建 設 仮 勘 定 1,438,793,647

投 資

出 資 金 5,000,000 5,000,000

有 形 固 定 資 産 合 計 40,944,710,825

無 形 固 定 資 産 1,081,204,347

流 動 資 産 合 計 444,443,477

資 産 合 計 42,475,358,649

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計 42,030,915,172

現 金 預 金 54,011,128

貯 蔵 品 3,516,806

未 収 金

保 管 有 価 証 券 2,500,000

386,448,543
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３

（１）
ア

（２）
ア

４

（１）
ア

（２）

（３）

（４）

ア

イ

（５）

５

（１）

６

（１）

７

（１）

ア

イ

ウ

エ

（２）

ア

イ

7,629,398,178

7,629,398,178

239,531,769

他 会 計 借 入 金 合 計 239,531,769

充てるための企業債

企 業 債 合 計

897,850,863

企 業 債 合 計 897,850,863

23,685,681,090

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

固 定 負 債 合 計 7,868,929,947

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

7,460,065

負 債 合 計

預 り 有 価 証 券 2,500,000

そ の 他 流 動 負 債 5,302,325

資 本 金 9,323,971,718

流 動 負 債 合 計

引 当 金

57,389,872,347長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額 △ 33,704,191,257

繰 延 収 益 合 計

資 本 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

112,765,000

83,410,960減 債 積 立 金

29,847,922

138,588,486

9,658,736,164

196,175,960

利 益 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額 55,818,560

42,475,358,649

剰 余 金 合 計

20,513,972

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

9,323,971,718

32,816,622,485

負     債      の      部

流 動 負 債

未 払 金 335,844,288

資 本 剰 余 金 合 計

16,369,254

一 般 会 計 補 助 金

充てるための長期借入金

負 債 資 本 合 計

334,764,446

資 本 合 計

受 益 者 負 担 金

国 県 補 助 金 36,552,750

1,262,011,448

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資      本      の      部

資 本 金

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金 13,053,907
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令和５年度  注 記 表 

 

１．重要な会計方針 

  平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成し

ている。 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   該当なし 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   たな卸資産は、事業用の材料で、重要性に乏しいので、低価法によらず先入先出法 

とする。 

（３）有形固定資産の減価償却の方法 

   減価償却の方法 定額法による。 

（４）無形固定資産の減価償却の方法 

   減価償却の方法 定額法による。 

（５）引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

     本市は、退職手当組合の茨城県市町村総合事務組合に加入しており、下水道事 

    業会計は当該組合に負担金を拠出しているが、下水道事業会計が当該組合に対し 

て負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとな 

っているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に 

費用処理を行っている。 

   イ 賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支出に備えるため、当年度末における支出見込 

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   ウ 法定福利費引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末 

における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   エ 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、すべての債権について貸倒実績率に 

より回収不能見込額を計上している。 

（６）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

  該当なし 

 

３．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
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償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は

1,952,234,883円である。 

（２）賞与引当金の取崩し 

   職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため、賞与引当金 10,724,412 円を取り崩

している。 

（３）法定福利費引当金の取崩し 

   職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金

2,067,256円を取り崩している。 

（４）貸倒引当金の取崩し 

下水道使用料に係る債権の不納欠損を行うため、貸倒引当金 1,706,033 円を取り崩

している。 

 

４．セグメント情報の開示 

（１）報告セグメントの概要 

日立市下水道事業では、汚水処理事業及び雨水処理事業を運営しており、各事業で

運営方針等を決定していることから、汚水処理事業及び雨水処理事業の２つを報告セ

グメントとしている。 

報告セグメントは、下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、予算の策定及び業績を評価するために、検討を要する対象となっているもので

ある。 

   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

汚水処理事業 中央処理区及び流域関連処理区において汚水を処理する業務 

雨水処理事業 中央処理区及び流域関連処理区において雨水を処理する業務 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（自 令和５年４月１日 至 令和６年３月３１日） 

                                  （単位 千円） 

 汚水処理事業 雨水処理事業 合 計 

営業収益 

営業費用 

2,423,089 

3,310,507 

10,430 

146,882 

2,433,519 

3,457,389 

営業損益 

経常損益 

△887,418 

112,765 

△136,452 

0 

△1,023,870 

112,765 

セグメント資産 37,581,780 4,893,579 42,475,359 

セグメント負債 27,701,396 5,115,226 32,816,622 

その他の項目 

他会計繰入金 

減価償却費 

支払利息 

 

53,879 

1,993,238 

102,955 
 

 

32,704 

137,289 

22,274 
 

 

 86,583 

2,130,527 

125,229 
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   汚水処理事業 雨水処理事業   合 計 

有形固定資産及び無形 

固定資産の増減額  
△955,252  102,217 △853,035 

 

５．減損損失 

  該当なし 

 

６．リース契約により使用する固定資産 

  該当なし 

 

７．重要な後発事象 

  該当なし 

 

８．その他の注記 

該当なし 
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